
 京都市特定環境保全公共下水道事業条例施行規程の一部を改正する規程を公布する。 

  平成３１年３月２９日 

京都市公営企業管理者   

 上下水道局長 山添 洋司 

京都市上下水道局管理規程第１６号 

京都市特定環境保全公共下水道事業条例施行規程の一部を改正する規程 

第１条 京都市特定環境保全公共下水道事業条例施行規程の一部を次のように改正する。 

第２条各号列記以外の部分及び第４条各号列記以外の部分中「の各号」を削る。 

第７条第１項各号列記以外の部分中「より特定環境保全公共下水道の排水区域内にお

いて汚水の排除をしようとする者は，管理者の指定する方法により」を「よる届出は」

に改め，「の各号」を削り，「事項を」の右に「管理者の指定する方法で」を，「届け出

る」の右に「ことにより行う」を加え，同条第２項各号列記以外の部分中「より前項各

号（第３号を除く。）に掲げる事項を変更しようとする者は，管理者の指定する方法に

より」を「よる変更の届出は」に改め，「の各号」を削り，「事項を」の右に「管理者の

指定する方法で」を，「届け出る」の右に「ことにより行う」を加え，同条第３項各号

列記以外の部分中「者は，管理者の指定する方法により」を「場合の届出は」に改め，

「の各号」を削り，「事項を」の右に「管理者の指定する方法で」を，「届け出る」の右

に「ことにより行う」を加える。 

第８条各号列記以外の部分中「の各号」を削り，「もの」の右に「（管理者が定める排

水設備から排除されるもの（以下「生活系汚水」という。）を除く。）」を加え，同条に

次の１項を加える。 

２ 管理者は，必要と認めるときは，条例第９条第１項前段の規定による届出をした者

が排除する汚水が特別汚水に該当するかどうかについて，下水道法施行令（以下「令」

という。）第６条第１項後段に規定する方法により検定を行うものとする。 

第９条第１項各号列記以外の部分中「の各号」を削り，同項第５号中「する予定年月

日」を「した年月日」に改め，同条第２項各号列記以外の部分中「の各号」を削り，「や

める」を「やめた」に改め，同項第５号中「変更予定年月日」を「変更した年月日」に，

「やめる予定年月日」を「やめた年月日」に改める。 

第１０条第１項中「しようとする」を「した」に，「下水道法施行令（以下「令」と

いう。）第６条第１項後段に規定する方法により検定した場合における数値であって，



第８条各号」を「第８条」に改め，同条第３項中「しようとする」を「することとなっ

た」に改め，同条第５項各号列記以外の部分中「の各号」を削り，同条第６項に後段と

して次のように加える。 

この場合において，第１項中「条例第９条第２項の規定による届出（同項後段の規定

によるものにあっては，前条第１項第４号に掲げる事項を変更した場合に限る。）」とあ

るのは，「第４項の申請」と，「当該届出」とあるのは「当該申請」と読み替える。 

第１５条第１項中「により計算して得た額は，加算前使用料額（特別汚水に係る条例

第１６条第１項（条例第１７条の２第１項において準用する場合を含む。）に規定する

合計額，条例第１７条第１項に規定する合計額若しくは条例第１８条第１項に規定する

合計額又は条例第１７条の２第２項に規定する使用料の額（１００分の１０８を乗じる

前の額）をいう。）に特別汚水に係る次の表の左欄に掲げる汚水濃度指数（汚水の濃度

を示す数値として，別に定める方法により認定水質を基に算定される数値をいう。）の

区分に応じ，同表右欄に掲げる率を乗じて得た額に，１００分の１０８を乗じて得た額

とする。この場合において，当該額に１円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。」

を「は，次に掲げるとおりとする。」に改め，同項に次の２号を加える。 

(1) 汚水の量（条例第９条第２項に規定する届出（特別汚水の排除をやめた旨の届出

を除く。）を行った者が排出する条例第２１条第１項に規定する汚水排出量（同条第

４項の規定により，同条第１項の使用水量と異なる汚水排出量が認定されている場

合は，当該異なる汚水排出量）及び同条第２項に規定する汚水排出量（同条第４項

の規定により，同条第２項の使用水量と異なる汚水排出量が認定されている場合は，

当該異なる汚水排出量）の合計量をいう。以下この条において同じ。）が１月当たり

７５０立方メートル未満（同条第５項の認定を行う場合にあっては，２月当たり１，

５００立方メートル未満）である場合の当該汚水の量に係る使用料に加算する額は，

零とすること。 

(2) 汚水の量が１月当たり７５０立方メートル以上（同条第５項の認定を行う場合に

あっては，２月当たり１，５００立方メートル以上）である場合の当該汚水の量に

係る使用料に加算する額は，加算前使用料額（特別汚水に係る条例第１６条第１項

（条例第１７条の２第１項において準用する場合を含む。）に規定する合計額，条例

第１７条第１項に規定する合計額若しくは条例第１８条第１項に規定する合計額又

は条例第１７条の２第２項に規定する使用料の額（１００分の１０８を乗じる前の



額）をいう。）に特別汚水に係る次の表の左欄に掲げる汚水濃度指数（汚水の濃度を

示す数値として，別に定める方法により認定水質を基に算定される数値をいう。）の

区分に応じ，同表右欄に掲げる率を乗じて得た額に，１００分の１０８を乗じて得

た額とすること。 

第１５条第２項中「前項」を「前２項」に改め，同項を同条第３項とし，同条第１項

の次に次の１項を加える。 

２ 前項第２号の規定により得た額に１円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。 

第２条 京都市特定環境保全公共下水道事業条例施行規程の一部を次のように改正する。 

第１５条第１項第２号，第１６条第１項前段及び第２０条第３項前段中「１００分の

１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は，平成３１年４月１日から施行する。ただし，第２条の規定は，平成３１

年１０月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 第２条の規定による改正後の京都市特定環境保全公共下水道事業条例施行規程（以下

「改正後の規程」という。）第１５条第１項の規定は，平成３１年１１月１日（京都市

特定環境保全公共下水道事業条例第２１条第５項の規定により２月の汚水排出量の認

定を行う場合にあっては，同年１２月１日。以下「適用日」という。）以後に認定する

汚水排出量に係る特別汚水に係る使用料の加算額について適用し，適用日前に認定する

汚水排出量に係る特別汚水に係る使用料の加算額については，なお従前の例による。 

３ 改正後の規程第１６条第１項の規定は，適用日以後に認定する汚水排出量に係る使用

料について適用し，適用日前に認定する汚水排出量に係る使用料については，なお従前

の例による。 

４ 改正後に規程第２０条第３項の規定は，適用日以後に認定する汚水排出量に係る減額

措置後の使用料について適用し，適用日前に認定する汚水排出量に係る減額措置後の使

用料については，なお従前の例による。 

 （上下水道局経営戦略室及び下水道部施設課） 


